
（趣旨）
第　１条 本規程は、介護保険法（平成９年１２月１７日法律第１２３号。以下法という。）

第８条第２１項の指定居宅介護支援を行う事業所の設置及び管理運営等の重要事項
につき定めるものとする。

（事業所の名称等）
第　２条 指定居宅介護支援事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。

名　 称 ケアサービス　サンセール　

所在地 神奈川県座間市入谷西三丁目１７番１５号

(実施主体）
第　３条 指定居宅介護支援事業所の実施主体は、有限会社　サンセールとする。

（事業の目的）
第　４条 指定居宅介護支援事業所は、居宅サービス計画を作成するとともに、同計画に基づく

サービス提供が確保されるよう関係諸機関との連絡調整を行い、入院・入所が必要な
場合には入院・入所先への紹介等の便宜を提供する事その他の必要な支援を行う事
により、要介護者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営めるようにする事を
事業の目的とする。

（運営の方針）
第　５条 指定居宅介護支援事業所の運営は、利用者様が可能な限りその居宅においてその有

する能力に応じ自立した日常生活を営む事ができるように配慮して行わなければなら
ない。

２項 指定居宅介護支援事業所の運営は、利用者様の心身の状況およびその置かれている
環境等に応じた適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、利用者様の選択に基
づき、多様な事業者の連携を得て、総合的かつ効果的に提供されるよう配慮して行わ
なければならない。

３項 指定居宅介護支援事業所の運営は、利用者様の意思及び人格を尊重し、常に利用者
様の立場に立って行わなければならない。

４項 指定居宅介護支援事業所の運営は、利用者様に提供される指定居宅サービス等が
特定の種類又は特定の事業者に不当に偏ることのないよう、公正中立の立場で行わ
なければならない。

５項 指定居宅介護支援事業所の運営は、市町村、老人福祉法(昭和３８年法律第１３３号）
第２０条に規程する老人介護支援センター等、他の指定居宅介護支援事業者、介護
保険施設等との連携に努めて行わなければならない。

（職員の職種、員数、及び職務内容）
第　６条 職員の職種、員数、及び職務内容については、以下の通りとする。

1 管理者　　 主任介護支援専門員　１名（常勤兼務）
管理者は、事業所の従業者の管理及び業務の管理を一元的に
行うとともに自らも指定居宅介護支援にあたるものとする。

2 介護支援専門員　　　　　　　　2名以上
介護支援専門員は、下記の指定居宅介護支援の提供にあたる。

① 在宅で生活している要介護者が、日常生活を営むために必要な
保健医療サービス又は福祉サービスを適切に利用できるよう、
要介護者からの依頼を受けて、利用する指定居宅サービス等の
種類や内容等を定めた計画（居宅サービス計画）を作成する。

② 介護サービス計画に基づき指定居宅サービス等の提供が確保さ
れるよう、サービス事業者やその他の者との連絡調整等の便宜
の提供を行う。

③ 要介護者が介護保険施設への入所を要する場合には、介護保険
施設の紹介その他の便宜の提供を行う。

ケアサービス　サンセール
指定居宅介護支援事業所　運営規程
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（営業日及び営業時間）
第　７条 指定居宅介護支援事業所の営業日及び営業時間は、次のとおりとする。

1 営業日 月曜日から金曜日までとする。

2 営業時間 午前９：００から午後５：００までとする。

3 休業日は次のとおりとする。
① 土曜日・日曜日・祝日

② １２月３０日　から１月３日までの日
①②については電話等により常時連絡可能な体制とする。

（指定居宅介護支援事業の提供方法、内容及び利用料等）
第　８条 指定居宅介護支援の提供方法及び内容は次のとおりとし指定居宅介護支援を提供し

た場合の利用料の額は、厚生労働大臣が定める基準によるものとする。ただし、当該
指定居宅介護支援が法定代理受領サービスであるときは、利用者様負担はない。

2項 介護支援専門員は、利用者様の居宅を訪問し、利用者様及びその家族に面接して支
援する上で解決しなければならない課題の把握及び分析を行い、その課題に基づき
居宅サービス計画を作成する。
利用者様による居宅サービスの選択に資するよう、当該地域における指定居宅サー
ビス事業者等に関するサービス内容、利用料等の情報を適正に利用者様又はその家
族に対し提供し、居宅サービス計画及びサービス事業者に関し利用者様の同意を得た
上で、サービス事業者等との連絡調整その他の便宜の提供をする。
居宅サービス計画を作成すると共に、当該居宅サービス計画を利用者様及びサービス
ビス事業者に交付する。
適切な保健医療サービス及び福祉サービスが総合的かつ効率的に提供された場合に
おいても、利用者様が介護保健施設への入所等を希望した場合は、介護保険施設へ
の紹介その他便宜を提供する。
課題の分析については使用する課題分析の方法はMDS-HC方式等を用いる。

３項 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成後においても、利用者様及びその家族、
指定居宅サービス事業者等との連絡を継続的に行い、少なくとも１月に１回利用者様
の居宅を訪問し、居宅サービス計画の実施状況を把握（以下「モニタリング」）する。
モニタリングの結果については、その都度記録する。

４項 介護支援専門員は、必要に応じサービス担当者会議を利用者様の自宅、当該事業所
等で開催し、担当者から意見を求めるものとする。

５項 介護支援専門員は、指定居宅介護支援の提供に当たっては、利用者様の自宅又は
事業所の相談室において、利用者様又はその家族に対し、サービスの提供方法等
について、理解しやすいよう説明を行うとともに、相談に応じることとする。

６項 次条の通常の事業の実施地域以外からの利用者様の要請があった場合は、あらか
じめ利用者様への説明と同意を得ていることを前提として指定居宅介護支援に要し
た交通費の実費の支払を受ける事ができる。

事務所から１ｋｍにつき・・・　３０円

（通常の事業の実施地域）
第　９条 指定居宅介護支援事業所の通常の事業の実施地域は、座間市・大和市・海老名市・

綾瀬市・相模原市南区とする。

（秘密保持）
第１０条 指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員及びその他の職員は、正当な理由なく

その業務上知り得た利用者様及びその家族等の秘密を漏らしてはならない。
また従業者でなくなった後においても、これらの秘密を保持するべき旨を従業者との
雇用契約の内容とする。
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（提供拒否の禁止）
第１１条 指定居宅介護支援事業所は、正当な理由なく指定居宅介護支援の提供を拒んでは

ならない。

（相談、苦情等の受付窓口）
第１２条 指定居宅介護支援事業者は、利用者様からの相談・苦情等に対する窓口を

設置し、利用者様の相談・苦情等に対して、迅速・誠実に対応する。

（１）相談・苦情等の受付窓口
　　 サービス担当窓口

担当
電話番号

受付：月～金の　9：00～17：00（土・日休み）
(不在時は自動転送）

(２)その他の相談窓口

　
　

（事故発生時の対応）
第１３条

2項

３項
速やかに行う。

（その他運営に関する重要事項）
第１４条 指定居宅介護支援事業所の会計は、毎年９月１日から翌年８月末日の期間とする。

２項 指定居宅介護支援事業所の運営規程の概要、介護支援専門員その他の職員の勤務
体制、サービスの選択に必要な重要事項を見やすい場所に掲示するものとする。

３項 介護支援専門員は、サービスの提供を利用者様に強要してはならない。又当該事業者
等から金品その他の財産上の利益を収受してはならない。

４項 指定居宅介護支援事業所は、設備、備品、職員、会計に関する諸記録の整備を行う他、
居宅サービス計画、サービス担当者会議、その他の指定居宅介護支援の提供に関
する記録を整備し、その完結の日から５年間保存しなければならない。

５項 職員の資質向上のために、初任時研修及び定期的な研修の機会を確保する。
① 初任時研修 採用後　３ヶ月以内
② 継続研修 年　４回

６項 この規程に定める事項のほか、運営に関する重要事項は有限会社サンセールと事業所
の管理者との協議に基づいて定めるものとする。

（虐待防止に関する事項）
第１５条 事業所は、利用者の人権の擁護・虐待等の防止のため次の措置を講ずるものとする。

2 虐待を防止するための従業者に対する研修の実施
3 利用者及びその家族からの苦情処理体制の整備
4 その他虐待防止のために必要な措置

2項 事業所は、サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（利用者の家族等高齢者
を現に擁護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、
これを市町村に通報するものとする。

０５７０－０２２１１０

当事業所は、利用者様に事故が発生した場合には、速やかに市町村、利用者
様の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講ずる。

当事業所は、前項の事故及び事故に際してとった処置について記録する。

当事業所は、利用者様に賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を

大和市　：介護保険課　　０４６－２６０－５１６９
海老名市：高齢介護課　　０４６－２３５－４９５２
綾瀬市　：高齢介護課　　０４６７－７０－５６３６
相模原市：介護保険課　　０４２－７６９－８３２１
神奈川県国民健康保険団体連合会
：介護苦情相談課　  ０４５－３２９－３４４７

勝又　一成
０４６－２９８－５８５５

座間市　：介護保険課　　０４６－２５２－７５３８
受付：平日の　8：30～17：15（土・日・祝日休み）
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附則

この規程は、平成２２年　９月　１日から施行する。

平成24年8月1日 第６条２項一部改訂

平成26年7月1日 第６条２項一部改改訂

平成27年7月1日 第６条２項一部改訂

平成29年4月1日 第６条２項一部改訂

平成31年1月1日 第７条３項一部改訂
〃 第８条６項一部改訂
〃 第９条一部改訂

平成31年2月1日 第１２条１項・２項一部改訂

令和2年2月3日 第２条一部改訂

令和3年2月1日 第6条1項・2項一部改訂
〃 第12条一部改訂（携帯電話番号）

令和4年7月1日 第6条2項一部改訂
〃 第7条3項②一部改訂

令和5年9月1日 第7条3項①一部改訂
第15条追加
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